【様式１－２】
年　　月　　日　

　岩手県知事　達 増　拓 也　様

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※共同提案の場合は、代表となる者を記載すること。


　　  共同提案者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※単独提案の場合は、本欄を削除すること。

企画コンペ参加届出書
令和７年度「いわて環境塾」運営等業務に係る企画コンペに参加したく、関係書類を添えて届出します。
記

１　参加資格

　次の内容について、虚偽がないことを宣誓します。

(1) 法人格を有すること。

(2) 岩手県内に主たる営業所又はこれらに類する事業拠点を有する者で、本業務の実施について、県の要求に応じて即時に来庁し、対応できる体制を整えていること。

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがなされている者（同法第33条第１項の規定により再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項の規定により更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

(5) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）第64条の規定による改正前の商法（明治32年法律第48号）第381条（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第107条の規定によりなお従前の例によることとされている場合を含む。）の規定による整理開始の申立てがなされていない者であること。

(6) 破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条の規定による破産手続開始の申立てがなされていない者であること。

(7) 旧和議法（大正11年法律第72号）第12条の規定による和議開始の申立てがなされていない者であること。

(8) 参加資格確認申請書類の提出の日から受託候補者を決定するまでの間に、県からの受注業務に関し、指名停止の措置を受けていないこと。

(9) 最近１年間において法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

(10) 代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。
(11) 宗教活動や政治活動を目的とする団体でないこと。
(12) 共同提案者は、本企画コンペに単独で参加表明していないこと。（共同提案者がいる場合。）

２　会社等概要及び過去３年間の主な講習会等の実施実績
	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	直近の年間売上高
	

	従業員数
	

	業務内容
	

	会社の特色
	

	過去３年間の実績
	団体名等
	講習会等の内容

	
	岩手県関係
	

	
	岩手県以外の

官公庁・公共団体
	

	
	民間
	


※　既存の資料（会社パンフレット等）で同項目が網羅されているものであれば、これに替えることができる。

※　他に、会社等の財務諸表（直近２期分）を添付すること。
※　主な研修実績について、各年度、実施先ごとに主な実績を記入すること。なお、今回提案する業務と同様の研修実績がある場合は、優先して記載すること。

※　欄が不足する場合は、適宜追加すること。

※　民間団体については、企業名の記入が不可であれば、業種及び従業員規模を記入すること。
３　企画コンペ（プレゼンテーション）出席予定者

　　(1)所属・職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　　(2)所属・職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　　(3)所属・職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　　(4)所属・職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　　　※欄が不足する場合は適宜追加して記載すること。

４　連絡担当者

　　　所属・職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
　連絡先（TEL）　　　　　　　（FAX）　　　　　　　（E-mail）　　　　　　　　
1

